
 

1 

 

令和６年度答申第７２号 

令和７年３月１４日  

 

諮問番号 令和６年度諮問第９８号（令和７年２月１４日諮問） 

審 査 庁 農林水産大臣 

事 件 名 畑作物の直接支払交付金に係る面積払交付金の不交付決定に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、農業の担い手に

対する経営安定のための交付金の交付に関する法律（平成１８年法律第８８号。

以下「担い手経営安定法」という。）５条１項の規定に基づき、担い手経営安

定法３条１項１号の交付金（以下「面積払交付金」という。）及び同項２号の

交付金（以下「数量払交付金」という。）の交付の申請（以下「本件交付申請」

という。）をしたところ、農林水産大臣（以下「処分庁」という。）が面積払

交付金を不交付とし、数量払交付金を交付するとの決定をしたことから、審査

請求人が面積払交付金を不交付とした決定（以下「本件不交付決定」という。）

を不服として審査請求をした事案である。 

１ 関係する法令等の定め 

⑴ 定義 

ア 担い手経営安定法２条１項は、この法律において「対象農産物」とは、

米穀、麦、大豆、てん菜、でん粉の製造の用に供するばれいしょその他
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の農産物であって、同項各号のいずれにも該当するものをいうと規定し、

同項１号には「国民に対する熱量の供給を図る上で特に重要なもの」が、

同項２号には「前号に該当する他の農産物と組み合わせた生産が広く行

われているもの」が掲げられている。 

イ 担い手経営安定法２条２項は、この法律において「生産条件不利補正

対象農産物」とは、対象農産物のうち、我が国における標準的な生産費

が標準的な販売価格を超えると認められるものであって、我が国におけ

る生産条件と外国における生産条件の格差から生ずる不利を補正する必

要があるものとして政令で定めるものをいうと規定している。 

これを受けて、農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に

関する法律施行令（平成１８年政令第２２１号。以下「担い手経営安定法

施行令」という。）１条は、担い手経営安定法２条２項の政令で定める対

象農産物は、麦、大豆、てん菜、でん粉の製造の用に供するばれいしょ、

そば及び菜種であって、農林水産省令で定める要件に該当するものとする

と規定している。 

そして、農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する

法律施行規則（平成１８年農林水産省令第５９号。以下「担い手経営安定

法施行規則」という。）１条は、担い手経営安定法施行令１条の農林水産

省令で定める要件は、担い手経営安定法施行規則１条各号に掲げる生産条

件不利補正対象農産物の種類に応じ、当該各号に定めるものとすると規定

し、「そば」については、同条５号が「種子として使用されるもの以外の

ものであること。」という要件を定めている。 

⑵ 生産条件に関する不利を補正するための交付金 

ア 担い手経営安定法３条１項は、政府は、毎年度、予算の範囲内におい

て、生産条件不利補正対象農産物を生産する対象農業者に対し、同項各

号に掲げる交付金を交付するものとすると規定し、同項１号には「当該

年度における対象農業者の生産条件不利補正対象農産物の作付面積に応

じて交付する交付金」（面積払交付金）が、同項２号には「当該年度に

おいて対象農業者が生産した生産条件不利補正対象農産物の品質及び生

産量に応じて交付する交付金」（数量払交付金）が掲げられている（以

下同項各号の交付金を併せて「畑作物の直接支払交付金」という。）。 

イ 担い手経営安定法５条１項は、畑作物の直接支払交付金等の交付を受

けようとする者は、農林水産省令で定めるところにより、農林水産大臣に
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交付の申請をしなければならないと規定している。 

これを受けて、担い手経営安定法施行規則１２条１項は、担い手経営安

定法５条１項の規定による交付の申請は、農林水産大臣が定める期日まで

に、交付申請書を農林水産大臣に提出してしなければならないと規定して

いる。 

ウ 担い手経営安定法５条２項は、前項に定めるもののほか、畑作物の直

接支払交付金等の交付に関し必要な事項は、農林水産省令で定めると規定

している。 

これを受けて、担い手経営安定法施行規則１３条は、農林水産大臣は、

担い手経営安定法５条１項の規定による交付の申請を審査し、交付の決定

をしたときは、速やかにその決定の内容を申請者に通知しなければならな

いと規定している。 

そして、畑作物の直接支払交付金等の交付に関する手続の詳細について

は、平成２３年４月１日付け２２経営第７１３３号農林水産事務次官依命

通知「農業者戸別所得補償制度実施要綱の制定について」の別添「農業者

戸別所得補償制度実施要綱」（平成２５年５月１６日付け２５経営第３６

０号による改正により、名称が「経営所得安定対策等実施要綱」（以下

「本件実施要綱」という。）と変更された。）が次のとおり行うこととす

ると定めている。 

(ｱ) 趣旨（本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の①） 

畑作物の直接支払交付金は、対象畑作物（麦、大豆、てん菜、でん粉

原料用ばれいしょ、そば及び菜種をいう。以下同じ。）を生産する農業

者に対し、諸外国との生産条件の格差から生ずる不利を補正するもので

ある。 

畑作物の直接支払交付金は、数量払交付金を基本とし、面積払交付金

をその内金として先払いすることができるものとする。 

(ｲ) 数量払交付金の交付申請手続（本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の②

のア） 

① 交付申請者は、交付申請書（「経営所得安定対策等交付金交付申請

書」）の「交付申請内容」欄の「畑作物の直接支払交付金（ゲタ）の

申請」の「回答」欄の「する」に〇を付け、生産年の６月３０日まで

に交付申請書を地方農政局長等に提出して、交付申請の申出をする

（上記アの(ｱ)）。 
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② 交付申請者は、対象畑作物のうち、そばについては、生産年の７月

１日から翌年の４月３０日までの間に、対象畑作物の品質区分別生産

量を記載した「畑作物の直接支払交付金における数量払の交付申請書」

（以下「数量払交付金交付申請書」という。）を当該生産量の確認書

類（出荷・販売契約書の写し、農産物検査の結果等の検査証明書の写

し等）とともに地方農政局長等に提出する（上記アの(ｴ)）。 

(ｳ) 面積払交付金の交付申請手続（本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③

のア及びオ） 

① 面積払交付金については、上記(ｲ)の①の交付申請の申出をしてい

れば、交付申請をしたものとみなされる（上記アの(ｱ)）。 

② 地方農政局長等は、地域農業再生協議会等から報告された対象畑作

物ごとの作付面積確認報告書を審査し、その内容が適当と認められる

場合には、対象畑作物ごとの交付対象面積を確定し、その面積に交付

単価を乗ずることにより交付金額を算定する（上記オの(ｲ)）。 

③ 地方農政局長等は、交付決定を行い、交付申請者に対して交付決定

額を通知し、交付金を交付する（上記オの(ｴ)）。 

④ 地方農政局長等は、自然災害等の合理的な理由がないにもかかわら

ず、面積払交付金の交付申請がされた農地における当年産の単収が、

地方農政局長等が定める市町村別等の基準単収（以下「地域の基準単

収」という。）を大きく下回る可能性が高いと判断される場合には、

交付申請者から数量払交付金交付申請書の提出があった後、下記(ｴ)

に定めるところにより面積払交付金の交付対象となることを確認した

上で、交付申請者に対して面積払交付金の交付決定を行う（上記オの

(ｵ)）。 

(ｴ) 地域の基準単収を大きく下回る場合の面積払交付金の交付申請の  

取扱い（本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカ） 

① 面積払交付金は、原則として、地域の普及組織等が指導する標準的

な栽培方法等に即し、十分な収量が得られるように生産されることを

前提に交付されるものである（上記カの(ｱ)）。 

② 面積払交付金の交付決定を受けた交付申請者及び上記(ｳ)の④に該

当する交付申請者について、対象畑作物ごとの品質区分別生産量の合

計を当該対象畑作物に係る面積払交付金の交付対象面積で除した単収

が地域の基準単収の２分の１に満たない場合には、面積払交付金の交



 

5 

 

付対象とはならないから、交付済みの面積払交付金は返還しなければ

ならず、交付申請中の面積払交付金は交付しないこととする（上記カ

の(ｲ)）。 

③ しかし、数量払交付金交付申請書の提出の際に、交付申請者から、

地域の基準単収を大きく下回ったことの理由書（以下「低単収理由書」

という。）及び低単収理由書の根拠となる証拠書類が提出され、これ

らに基づき、十分な収量が得られるよう作付けがされていたにもかか

わらず、地域の基準単収を大きく下回ったことについて合理的な理由

があると地方農政局長等が確認することができる場合には、上記②に

かかわらず、面積払交付金の交付対象とすることができる（上記カの

(ｳ)）。 

④ 上記③において「合理的な理由」がある場合とは、適切な生産がさ

れていた上で、自然災害等の交付申請者にとって不可抗力の要因によ

って単収が低くなっている場合（すなわち、不可抗力の要因がなけれ

ば、地域の基準単収と同程度の単収を得ることが可能と見込まれる場

合）をいうから、以下のａからｅまでのいずれかに該当する場合には、

合理的な理由があるとは認められない（上記カの(ｴ)）。 

ａ 自然災害が地域の基準単収を大きく下回った要因である場合にあ

っては、当該ほ場以外の近傍のほ場において同じ自然災害による

被害がない場合（公的機関や地域農業再生協議会等による被害の

証明がある場合を除く。） 

ｂ 適期の作業がされていない場合や必要な防除がされていない場合

など、地域の基準単収と同程度の単収を得ることが明らかに困難

な栽培と認められる場合 

ｃ ほ場条件の制約がある場合にあっては、これに対応した対策を講

じていない場合又はこれに対応した対策を講じても地域の基準単

収と同程度の単収を得ることが明らかに困難なほ場での栽培と認

められる場合 

ｄ 地方農政局等又は地域農業再生協議会等から栽培管理の見直し等

の改善指導を受けていたにもかかわらず、改善措置がされていな

い場合 

ｅ 管理不十分のために収穫物を毀損させるなど、交付申請者が当然

に払うべき注意を怠っている場合 
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⑤ 低単収理由書の根拠となる証拠書類については、上記④に照らして

合理的な理由の有無を確認するため、以下のａからｄまでの書類の全

てを提出しなければならない。また、これらの書類以外にも、地方農

政局長等が必要に応じ追加書類の提出を求めた場合には、地方農政局

長等が定める期限までに当該追加書類を提出しなければならない（上

記カの(ｵ)）。 

ａ 地域の基準単収を大きく下回ることになった要因を裏付ける書類

（自然災害が要因である場合には、農作物共済・畑作物共済にお

ける共済金の支払額に係る支払書類等） 

ｂ 適切な生産が行われていたことが分かる書類（作業日誌、種子や

肥料の購入伝票等） 

ｃ ほ場条件の制約がある場合には、これに対応した対策を講じてい

ることが分かる書類（作業日誌、対策を施したことが分かる写真

等） 

ｄ 地方農政局等又は地域農業再生協議会等から栽培管理の見直し等

の改善指導を受けている場合には、実施した改善措置が分かる書

類（作業日誌、改善措置を施したことが分かる写真等） 

⑶ 権限の委任及び事務の所轄 

ア 農林水産省行政文書決裁規則（平成１２年農林水産省訓令第１４号。  

以下「農水省決裁規則」という。）１条は、この訓令は、農林水産大臣

の権限に属する事項に係る決裁の委任について必要な事項を定めると規

定し、３条本文は、農林水産大臣は、次条から７条までに定めるところ

により、副大臣、事務次官、官房長又は部局長等（内局、外局並びに本

省及び外局の施設等機関及び地方支分部局の長をいう（農水省決裁規則

２条１号）。）に決裁を委任すると規定している。 

そして、農水省決裁規則７条１項は、前３条に規定する事項（副大臣、

事務次官及び官房長にそれぞれ決裁を委任する事項）以外の事項に係る決

裁は、部局長等に委任すると規定している。 

イ 平成１３年１月６日付け１２文第２００号農林水産省大臣官房文書課

長通知「農林水産省行政文書決裁規則の運用について」（以下「農水省

決裁規則運用通知」という。）の記１は、農水省決裁規則７条１項の規

定により部局長等に決裁が委任される事項のうち、本省又は外局の施設

等機関又は地方支分部局の長に委任されるものは、別紙のとおりとする



 

7 

 

と定めている。 

そして、農水省決裁規則運用通知の別紙によれば、担い手経営安定法施

行規則１２条及び１３条に規定する事項に係る決裁は、地方農政局長に委

任されている（事項番号８１の⑶及び⑷）。 

ウ そして、平成２３年４月１日付け２２経営第７１３４号農林水産省経

営局経営政策課長通知「農業者戸別所得補償制度における地方農政事務

所等事務処理マニュアルの制定について」の別紙「農業者戸別所得補償

制度における地方農政事務所等事務処理マニュアル」（令和５年６月１

４日付け５農産第１１１８号農林水産省農産局穀物課長通知による改正

後のもの（「令和５年度経営所得安定対策等実施要綱の具体的な運用の

ポイント」。以下「本件事務処理マニュアル」という。））は、複数の

地方農政局の所管区域にほ場を有する一の農業者からの交付申請につい

ては、交付申請書を受理した地方農政局長等が事務を行うことを基本と

すると定めている。 

２ 事案の経緯 

審査関係人間に争いのない事実及び各項末尾掲記の資料によれば、本件の

経緯は、以下のとおりである。 

⑴ 審査請求人は、自然農法による穀物、種子等の生産、加工、貯蔵及び販

売等を目的としてＡ地に設立された株式会社である。 

（現在事項全部証明書） 

⑵ 審査請求人は、Ｂ地Ｃ地、Ｄ地、Ｅ地及びＦ地並びにＧ地Ｈ地のほ場

（以下「本件ほ場」といい、「Ｂ地」及び「Ｇ地」の記載を省略する。）

において対象畑作物の「そば」（だったんそば及び普通そば）の作付けを

したとして、令和５年６月２１日、本件実施要綱に定めるところに従い、

Ｉ農政局長に対し、経営所得安定対策等交付金交付申請書（以下「本件交

付申請書」という。）を提出した。 

本件交付申請書の「交付申請内容」欄の「畑作物の直接支払交付金（ゲ

タ）の申請」の「回答」欄の「する」に〇が付けられていたことから、審

査請求人は、面積払交付金及び数量払交付金の交付の申請（本件交付申請）

をしたものとみなされた。 

（本件交付申請書） 

⑶ Ｉ農政局は、Ｊ農政事務所及びＫ農政局の協力を得て、令和５年９月４

日から同年１０月１８日までの間に、本件ほ場について現地確認（以下
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「本件現地確認」という。）を実施した。 

（本件ほ場に係る令和５年度ほ場現地確認結果整理表、本件現地確認の際に

撮影した本件ほ場の写真） 

⑷ 審査請求人は、令和５年１１月１３日付けの書面で、Ｉ農政局長に対し、

本件ほ場のうち、Ｃ地のほ場における「そば」の不作は、「とてつもない

集中豪雨（７月から９月に至る断続的豪雨）」が主たる要因であり、Ｄ地

のほ場における「そば」の不作は、「Ｌによる食害」が主たる要因で、

「とてつもない集中豪雨（７月から９月に至る断続的豪雨）」が副たる要

因であると申し出た。 

（「令和５年度経営所得安定対策等交付金に係る交付申請」と題する書面） 

⑸ 審査請求人は、令和６年１月３０日付けで、Ｉ農政局長に対し、本件ほ

場に係る低単収理由書及びその根拠となる証拠書類を提出した。 

本件ほ場に係る低単収理由書には、いずれのほ場についても、交付申請

者（審査請求人）の当年産（令和５年産）の単収が地域の基準単収の２分

の１を下回ったこと、その理由は、生産・収穫の段階における「自然災害」

（Ｃ地及びＤ地のほ場については「（令和５年）９月５日を中心とする豪

雨」、Ｅ地及びＦ地のほ場については「（同年）８月５日前後の豪雨」、

Ｈ地のほ場については「蕎麦の幼芽期（８葉）」の「集中豪雨」）である

ことが記載されていた（なお、Ｄ地のほ場については、上記の「自然災害」

に加えて、「鳥獣害」（Ｌの大群による食害）も理由であると記載されて

いた。）。 

（本件ほ場に係る低単収理由書及びその根拠となる証拠書類） 

⑹ 審査請求人は、令和６年１月３１日付けで、Ｉ農政局長に対し、対象畑

作物（そば）の品質区分別生産量を記載した「畑作物の直接支払交付金に

おける数量払の交付申請書」（数量払交付金交付申請書）を当該生産量の

確認書類とともに提出した。 

（畑作物の直接支払交付金における数量払の交付申請書（数量払交付金交付

申請書）２通、交付申請に係る生産量の確認書類） 

⑺ Ｉ農政局長は、令和６年４月２６日、本件交付申請に係る交付金のうち、

面積払交付金を不交付とし、数量払交付金を交付するとの決定を専決によ

り行い、同年５月８日付けの処分庁名義の「畑作物の直接支払交付金にお

ける数量払の交付決定通知書」（以下「本件交付決定通知書」という。）

で、審査請求人に対し、数量払交付金として６２万５，２９０円を交付す
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るとの決定をしたことを通知した。 

本件交付決定通知書の「備考」欄には、「面積払を受けた方については、

その金額が控除されています（内訳は、別紙様式第４号「畑作物の直接支

払交付金における数量払の交付金計算書」をご確認ください。）。」と記

載され、本件交付決定通知書に添付された上記の交付金計算書（以下「本

件交付金計算書」という。）には、数量払交付金の交付金額の計算内訳と

して、「６２万５，２９０円＝６２万５，２９０円（数量払交付金額）－

０円（面積払交付金額）」という計算式が記載されていた。 

 （件名「経営所得安定対策等実施要綱に基づく交付金の交付決定及び支出に

ついて（令和６年度経営所得安定対策等交付金 Ｍ地）」と題する決裁・供

覧文書、本件交付決定通知書、本件交付金計算書） 

⑻ Ｉ農政局長は、審査請求人から面積払交付金の不交付の理由について問

合せがあったことから、令和６年６月４日付けのＩ農政局生産部長名義の

「令和５年産の畑作物の直接支払交付金に係る面積払の不交付について

（通知）」と題する書面（以下「本件不交付理由通知書（その１）」とい

う。）で、審査請求人に対し、面積払交付金の不交付の理由を通知すると

ともに、本件不交付決定について不服があるときは、行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）に基づく審査請求をすることができること、また、

行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）に基づく処分の取消しの訴

えを提起することができることを通知した。 

本件不交付理由通知書（その１）には、面積払交付金の不交付の理由と

して、本件実施要綱の「Ⅳの第１の１の⑵の③のカの(ｲ)に該当し、(ｳ)に

定める合理的な理由がないものとして、(ｴ)のａ、ｂ及びⅾに該当したため。

なお、上記ⅾに関しては、「令和５年産の畑作物の直接支払交付金につい

て（改善指導）」（令和５年６月６日付けＩ農政局生産部経営政策調整官

付経営安定対策班通知）で改善指導等を通知しており、当該通知に基づく

措置が十分に履行されたと認められない。」と記載されていた。 

 （本件不交付理由通知書（その１）） 

⑼ 審査請求人は、令和６年６月１３日付けの書面で、本件不交付理由通知

書（その１）は、何ら権限のない現場責任者名義の文書である上、面積払

交付金の不交付の理由を何も書いていないに等しいなどとして、処分庁に

対し、本件ほ場ごとに面積払交付金の不交付の理由を具体的に明示するよ

うに求めた。 
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（「畑作物の直接支払交付金における数量払の交付決定通知書について面積

払い金の交付請求及び貴殿専決権限の不正使用の指摘ほか」と題する書面） 

⑽ 審査請求人は、令和６年７月４日、審査庁に対し、本件交付決定通知書

で面積払交付金を不交付とした決定（本件不交付決定）の通知を受けたと

して、本件不交付決定を不服とする本件審査請求をした。 

（審査請求書、審査請求書の補正書（「６農産第１５３１号令和６年７月２

４日付貴殿「審査請求書の補正について」に係る回答」と題する書面）） 

⑾ 処分庁は、審査請求人から上記⑼の書面の提出があったことから、令和

６年９月６日付けの「令和５年産の畑作物の直接支払交付金に係る面積払

の不交付について」と題する書面（以下「本件不交付理由通知書（その

２）」という。）で、審査請求人に対し、再度、面積払交付金の不交付の

理由を通知した。 

本件不交付理由通知書（その２）には、面積払交付金の不交付の理由と

して、本件不交付理由通知書（その１）に記載されていた上記⑻と同じ理

由が記載されていた。 

（本件不交付理由通知書（その２）） 

⑿ 審査庁は、令和７年２月１４日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却

すべきであるとして本件諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

以下の理由により、本件不交付決定の取消しを求める。 

⑴ 審査請求人は、本件ほ場ごとに単収が地域の基準単収の２分の１を下回

った理由を報告している。その理由は、種まき時期の異常高温、夏の線状

降水帯状の雨、来ることがなかった台風の到来といった近年のＢ地の気候

変動とＢ地随一とも称される無数のＬの群れによる食害である。これらの

理由については、証拠写真がないものもあるが、審査請求人は、気象庁や

報道機関の災害情報等を提出し、民間事業者としてできる限りの証明・疎

明をしている。 

⑵ だったんそばを栽培しているほ場は、近傍にはなく、同種の事業者との

比較ができないが、令和５年のそばの栽培が豪雨等により多大な被害を受

けたことは、公知の事実である。だったんそばは、幼芽期（８葉）を過ぎ

るまでは、普通そばよりもはるかにか細く、雑草にも弱く、特に湿害には

耐えられない特徴を有している。だったんそばについては、令和５年８月
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初旬の豪雨がなければ、相応の収量を確保することができたはずである。

Ｉ農政局長は、だったんそばの上記の特徴を理解することができないまま、

誤った判断をした。 

⑶ 令和５年６月６日付けのＩ農政局からの改善指導（以下「本件改善指導」

という。）に対し、審査請求人は、次のとおり対応している。 

ア 栽培時期について 

Ｂ地のほ場では、適期に種まきをした。しかし、Ｈ地のほ場では、作業

員の健康の問題等により、本格的な種まきが相当遅れたため、十分な収量

を得ることができる状態ではなかった。 

イ 防除について 

審査請求人は、国民の安全を確保するため、人体に害のある除草剤を使

用せず、耕地の整地後、日を開けずに種まきをして、雑草の発芽前にそば

を発芽させ、そばの葉が雑草の発芽を抑制するという方法（茎葉被覆）を

採用している。 

ウ 獣害対策について 

審査請求人は、令和５年度も、猟友会に対し、Ｌの駆除を依頼した。猟

友会が年間を通じてＬの駆除を続けている。 

エ 湿潤対策について 

Ｆ地のほ場には、湿潤で、そばの生育が不良な場所があったため、明渠

を施工して収量を改善している。 

オ 鶏糞散布について 

Ｎ地（Ｅ地、Ｆ地）とＨ地のほ場では、鶏糞散布を実施した。しかし、

Ｏ地（Ｃ地、Ｄ地）のほ場では、機械の故障のため、わずかしか鶏糞散布

ができなかった。 

⑷ 本件不交付理由通知書（その１）による不交付理由の通知は、何ら権限

のない現場責任者名義でされたが、これは、処分庁の権限を濫用したもの

である。 

⑸ 本件不交付理由通知書（その１）には、面積払交付金の不交付の理由が

記載されていないに等しい。不交付の理由は、本件ほ場ごとに具体的に明

示すべきである。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 審査庁は、審理員意見書のとおり、本件審査請求は理由がないから棄却す

べきであるとしている。 
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２ 審理員意見書の概要は、以下のとおりである。 

⑴ 本件実施要綱によれば、面積払交付金の交付申請者の単収が地域の基準

単収の２分の１を下回った場合には、合理的な理由がある場合を除き、面

積払交付金の交付対象とはならないとされている（Ⅳの第１の１の⑵の③

のカ）ところ、本件ほ場における単収が地域の基準単収の２分の１を下回

ったこと（以下「本件ほ場の低単収」という。）については、審理関係人

間に争いがないから、本件の論点は、本件ほ場の低単収について合理的な

理由があると認められるか否かである。 

⑵ 本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)は、「以下のａ～ｅまで

のいずれかに該当する場合」には、合理的な理由があるとは認められない

と定めているところ、本件不交付理由通知書（その１）には、不交付の理

由として、本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のａ、ｂ及びｄ

に該当するため、合理的な理由があるとは認められないと記載されている。 

そこで、本件ほ場が本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のａ、

ｂ及びｄに該当するか否かについて検討する。 

ア 本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のａについて 

審査請求人が提出した本件ほ場がある地域の降水量に関する資料及び報

道機関等の記事によると、審査請求人が自然災害による被害を受けたと主

張する令和５年８月５日及び同年９月５日に相当量の降雨があったこと、

また、同年８月５日の降雨によりＦ地を含めた農家で農地の浸水があった

ことは確認することができる。 

しかし、審査請求人が提出した画像等では、写っているほ場を特定する

ことができないし、降雨による本件ほ場の被害状況を確認することもでき

ない。また、Ｅ地及びＦ地においては、審査請求人のほ場の近傍のほ場で

そばの作付けをしている農業者から、降雨等による被害があったとの申告

はあったが、これらの申告をした農業者は、審査請求人と比べて、種まき

の時期が早く、その単収は、審査請求人の単収を大幅に上回っている。 

そうすると、本件ほ場以外の近傍のほ場において、審査請求人が主張す

る自然災害により同様の被害があったことを確認することができないから、

本件ほ場が本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のａに該当す

るとすることに矛盾はない。 

しかし、本件ほ場の近傍のほ場では、だったんそばの作付けがなく、普

通そばの作付けの事例も限定的であることから、本件ほ場が上記のａに該
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当することのみで合理的な理由がないと判断することには慎重になるべき

であり、以下のイ及びウについての判断も含めて総合的に判断する必要が

ある。 

イ 本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のｂについて 

(ｱ) Ｃ地、Ｄ地、Ｅ地及びＦ地のほ場について 

本件現地確認の結果、これらのほ場においては、対象畑作物（そば）

以外の植物が対象畑作物よりも優勢になっていることが確認された。 

また、本件改善指導において、他の植物が対象畑作物よりも優勢にな

ることがないよう効果的な防除を行うことを指導したが、審査請求人が

追加的な対応をしたことを確認することができず、結果として、これら

のほ場における対象畑作物の割合は、１％から１０％程度であって、他

の植物が優勢になる状況を招いていた。 

そうすると、審査請求人が必要な防除をしているとは認められない。 

(ｲ) Ｈ地のほ場について 

処分庁は、本件現地確認の結果、そばの生育状況が大幅に遅れている

ことが確認されたから、適期の作業がされているとは認められないと主

張し、審査請求人も、種まきの時期が相当遅れていたことを認めている。

したがって、適期の作業がされていないことについては、審理関係人間

に争いがない。 

(ｳ) 小括 

以上(ｱ)及び(ｲ)によれば、本件ほ場は、いずれも本件実施要綱のⅣの

第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のｂに該当するとすることが妥当である。 

ウ 本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のｄについて 

(ｱ) 本件改善指導について 

本件改善指導においては、審査請求人に対し、以下の改善措置を行う

ことを求めた上、これらの改善措置が行われていないことが確認され、

かつ、引き続き地域の基準単収を大きく下回る場合には、本件実施要綱

のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のｄに該当し、本件ほ場の低単収に

ついて合理的な理由があるとは認められず、面積払交付金の交付対象と

はならないことを通知した。 

① 他の植物が対象畑作物よりも優勢になることのないように効果的な   

防除を行うこと。 

② 過去に獣害（Ｌ等による被害）を受けたほ場については、適切な防
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除対策を施すとともに、その作業状況が分かる画像を含めた資料等

を提出すること。 

③ 獣害による被害が発生した場合には、被害状況が分かる画像（ほ場

状況及び被害作物近影）を提出すること。 

④ 大雨による浸水対策として排水対策を行った場合には、排水対策を

行ったことが分かる資料を提出すること。 

⑤ 自然災害により被害が発生した場合には、被害状況が分かる画像

（ほ場状況及び被害作物近影）を確保した上、速やかにＩ農政局生

産部経営政策調整官付経営所得安定対策班に連絡すること。 

(ｲ) 審査請求人の対応について 

本件改善指導に対する審査請求人の対応は、以下のとおりであった。 

① 上記(ｱ)の①については、効果的な防除がされたとは認められなか

った。 

② 上記(ｱ)の②については、審査請求人は、猟友会にＬの駆除を依頼

したと主張するが、審査請求人が提出した画像等では、ほ場を特定す

ることができなかったこと、また、審査請求人がＬの被害があったと

主張するＤ地のほ場の単収は、１㎏／１０ａと、極めて低い水準であ

ったことから、適切な防除がされたと判断することができなかった。 

③ 上記(ｱ)の③については、審査請求人が提出した画像等では、被害

状況を十分に確認することができなかった。 

④ 上記(ｱ)の④については、審査請求人は、Ｆ地のほ場には、湿潤で、

そばの生育が不良な場所があったため、明渠を施工して収量を改善し

ていると主張するが、審査請求人が提出した画像等では、適切な施工

がされたことを確認することができなかったこと、また、審査請求人

は、Ｆ地のほ場の単収が大幅に減少した理由は令和５年８月の豪雨で

あると主張するが、Ｆ地のほ場の単収は、４㎏／１０ａと、極めて低

い水準であったことから、大雨による浸水対策として排水対策が適切

に行われたと判断することができなかった。 

⑤ 上記(ｱ)の⑤については、審査請求人から速やかな連絡がなく、ま

た、審査請求人が提出した画像等では、被害状況を十分に確認するこ

とができなかった。 

(ｳ) 小括 

上記(ｱ)及び(ｲ)によれば、本件ほ場は、いずれも本件実施要綱のⅣ   
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の第１の１の⑵の③のカの(ｴ)のｄに該当するとすることが妥当である。 

⑶ 上記⑵で検討したことを総合的に判断すれば、本件ほ場は、いずれも本

件実施要綱のⅣの第１の１の⑵の③のカの(ｴ)に定める「合理的な理由があ

ると認められない場合」に該当するから、面積払交付金の支給対象とはな

らない。 

⑷ したがって、本件不交付決定に違法又は不当な点はなく、本件審査請求

は理由がないから棄却すべきである。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

一件記録によると、本件審査請求から本件諮問に至るまでの一連の手続に

特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件不交付決定の違法性又は不当性について  

⑴ 本件では、本件ほ場における単収が地域の基準単収の２分の１を下回っ

たこと（本件ほ場の低単収）について本件実施要綱に定める合理的な理由

があるか否かが問題となっている。 

⑵ 本件実施要綱は、交付申請者の単収が地域の基準単収の２分の１を下回

ったことについて合理的な理由がある場合とは、適切な生産がされていた

上で、自然災害等の交付申請者にとって不可抗力の要因によって単収が低

くなっている場合（すなわち、不可抗力の要因がなければ、地域の基準単

収と同程度の単収を得ることが可能と見込まれる場合）をいうとし、以下

のａからｅまでのいずれかに該当する場合には、合理的な理由があるとは

認められないと定めている（上記第１の１の⑵のウの(ｴ)の④）。 

ａ 自然災害が地域の基準単収を大きく下回った要因である場合にあって

は、当該ほ場以外の近傍のほ場において同じ自然災害による被害がない

場合（公的機関や地域農業再生協議会等による被害の証明がある場合を

除く。） 

ｂ 適期の作業がされていない場合や必要な防除がされていない場合など、

地域の基準単収と同程度の単収を得ることが明らかに困難な栽培と認め

られる場合 

ｃ ほ場条件の制約がある場合にあっては、これに対応した対策を講じて

いない場合又はこれに対応した対策を講じても地域の基準単収と同程度

の単収を得ることが明らかに困難なほ場での栽培と認められる場合 

ｄ 地方農政局等又は地域農業再生協議会等から栽培管理の見通し等の改
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善指導を受けていたにもかかわらず、改善措置がされていない場合 

ｅ 管理不十分のために収穫物を毀損させるなど、交付申請者が当然に払

うべき注意を怠っている場合 

そして、処分庁は、本件ほ場はいずれも上記のａ、ｂ及びｄに該当する

ため、本件ほ場の低単収について本件実施要綱に定める合理的な理由があ

るとは認められない（上記第１の２の⑻及び⑾）と判断し、本件不支給決

定をした。 

⑶ そこで、本件ほ場の低単収について本件実施要綱に定める合理的な理由

があるか否かについて検討する。 

ア 審査請求人は、本件ほ場に係る低単収理由書において、いずれのほ場に

ついても、単収が地域の基準単収の２分の１を下回ったのは、生産・収穫

の段階における「自然災害」（Ｃ地及びＤ地のほ場については「（令和５

年）９月５日を中心とする豪雨」、Ｅ地及びＦ地のほ場については「（同

年）８月５日前後の豪雨」、Ｈ地のほ場については「蕎麦の幼芽期（８

葉）」の「集中豪雨」）が理由であると記載し（上記第１の２の⑸）、そ

の根拠となる証拠書類として、本件ほ場がある地域の降水量に関する資料、

Ｂ地Ｐ地（Ｅ地、Ｆ地）に対する大雨警報に関する資料及び気象情報に関

する報道記事を提出している。 

上記の証拠書類によれば、Ｃ地及びＤ地においては令和５年９月５日

に、Ｅ地及びＦ地においては同年８月５日に相当量の降雨があったこと

は確認することができるが、それらの降雨による具体的な被害状況は確

認することができないし、Ｈ地においては、審査請求人が種まきをした

という同年９月上旬以降に相当量の降雨があったことを確認することが

できない。そして、審査請求人は、その主張する豪雨による被害状況を

確認することができる写真等の資料を提出していないし、審査請求人が

提出した本件ほ場の作業日誌には、その主張する豪雨により被害が生じ

たことをうかがわせる記載もされていない（なお、Ｅ地及びＦ地におい

ては、審査請求人以外にも、自然災害を理由として低単収理由書を提出

した農業者がいたことが認められるが、Ｆ地の農業者が指摘する自然災

害は、令和５年７月中旬までの「干ばつ」であって、審査請求人が主張

する豪雨ではない（「そばの基準単収の１/２を下回ったとして理由書を

提出した者の一覧（Ｆ地、Ｅ地）」と題する書面）。）。 

そうすると、本件ほ場の低単収は、いずれも審査請求人が主張する豪
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雨が理由であるとは認めることができない。 

また、審査請求人は、本件ほ場に係る低単収理由書において、Ｄ地のほ

場については、単収が地域の基準単収の２分の１を下回ったのは、生産・

収穫の段階における「鳥獣害」（Ｌの大群による食害）も理由であると記

載し（上記第１の２の⑸）、その根拠となる証拠書類として、「Ｌの足跡」

や「食害にあったそば苗」を撮影したという写真を提出している。しかし、

上記の写真からは、写っているほ場を特定することができないし、写って

いるほ場がＤ地のほ場であるとしても、写真に写っている範囲が狭いこと

から、Ｄ地のほ場の単収が地域の基準単収の２分の１を下回ったのは、

「Ｌの大群による食害」も理由であるとは認めることができない。 

以上によれば、本件ほ場は、いずれも自然災害により被害にあったとは

認められないから、自然災害が本件ほ場の低単収の理由であるとの審査請

求人の主張（上記第１の３の⑴及び⑵）は、採用することができない。 

したがって、本件ほ場の低単収については、本件実施要綱に定める合理

的な理由があるとは認められない。 

イ なお、上記⑵のとおり、処分庁は、本件ほ場はいずれも上記⑵のａ、

ｂ及びｄに該当するため、本件ほ場の低単収について本件実施要綱に定

める合理的な理由があるとは認められないと判断し、審査庁も、処分庁

と同様の判断をしている（上記第２の１及び２）。 

そこで、念のため、本件ほ場が上記⑵のａ、ｂ及びｄに該当するか否か

について検討する。 

(ｱ) 上記⑵のａについて 

上記⑵のａは、地域の基準単収を大きく下回った要因が自然災害であ

る場合であっても、当該ほ場以外の近傍のほ場において同じ自然災害に

よる被害がない場合には、合理的な理由があるとは認められないとする

ものである。 

そうすると、上記アで検討したとおり、本件ほ場は、そもそも自然災

害により被害があったとは認められないから、上記⑵のａには該当しな

い。 

(ｲ) 上記⑵のｂについて 

本件ほ場について実施した現地確認（本件現地確認）の結果を取り 

まとめた資料（令和５年度ほ場現地確認結果整理表）には、以下の記載

がされている。 
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① Ｃ地のほ場（作物名・品種名：だったんそば）について（実施年月

日：令和５年９月４日） 

「草丈は１００～１５０ｃｍ程度の多種多様な雑草が繁茂」、

「韃靼そばは稀に見られる程度で、ほ場内で探すのは困難。は種した

と思えない状況。多めに見ても３％未満。」、「現況では、結実し収

穫に至るとは考えずらい。」及び「ほ場内には普通そばも散見され

た。」 

② Ｄ地のほ場（作物名・品種名：だったんそば）について（実施年月

日：令和５年９月４日） 

「草丈は１００ｃｍ程度のイネ科雑草が繁茂。」、「韃靼そばは

ほとんど見られず、ほ場内で探すのは困難。は種したとは思えない状

況。ほぼ０％に近い。」及び「現状では、結実し収穫に至るとは考え

ずらい。」 

③ Ｅ地のほ場（作物名・品種名：だったんそば）について（実施年月

日：令和５年９月１１日） 

「普通そば（全長４０～５０センチで子実が付き始めている）と

韃靼そば（１５センチ程度でまだ緑色）が混在し、全体的に雑草と競

合している状態。」、「韃靼そばは約１割程度で雑草が優勢。」及び

「韃靼そばの生育状況から播種日にも疑問があるが、このまま生育し

たとしても収穫時期は１０月末となり慣行栽培とは作期がずれている

ため収穫に至るとは考えられない。」 

④ Ｆ地のほ場（作物名・品種名：だったんそば）について（実施年月

日：令和５年９月１１日） 

「普通そば（全長４０～５０センチで子実が付き始めている） 

と韃靼そば（１５センチ程度でまだ緑色）が混在し、全体的に雑草が

かなり優勢。」、「韃靼そばは約１割程度で、雑草をかき分け探さな

ければ見つけられない状況。」及び「韃靼そばの生育状況から播種日

にも疑問があるが、このまま生育したとしても雑草が繁茂しており、

韃靼そばが収穫に至るとは思えない。」 

以上によれば、本件現地確認において、Ｃ地、Ｄ地、Ｅ地及びＦ地の

ほ場については、いずれも雑草がだったんそばよりも優勢であったこと

が確認されているから、必要な防除（雑草防除）がされているとは認め

られない。 
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なお、Ｈ地のほ場（作物名・品種名：普通そば）については、審査請

求人は、「本格的な種まきが相当遅れたため、十分な収量を得ることが

できる状態ではなかった。」（上記第１の３の⑶のア）として、適期の

作業がされていないことを認めている。 

そうすると、本件ほ場は、必要な防除や適期の作業がされていないか

ら、いずれも上記⑵のｂに該当すると認められる。 

(ｳ) 上記⑵のｄについて 

令和５年６月６日付けの「令和５年産の畑作物の直接支払交付金につ

いて（改善指導）」と題する書面によれば、審査請求人は、本件改善指

導において、以下の改善措置を行うように指導された（なお、上記の書

面には、本件改善指導を受けたにもかかわらず、令和５年産において引

き続き地域の基準単収を大きく下回り、かつ、以下の改善措置が行われ

ていないことが確認された場合には、本件実施要綱のⅣの第１の１の⑵

の③のカの(ｴ)のｄに該当し、本件ほ場の低単収について合理的な理由

があるとは認められず、面積払交付金の交付対象とはならないことが言

及されている。）。 

① 地域における標準的な栽培時期に必要な農作業を行うこと。 

② ほ場において他の植物が対象畑作物（そば）よりも優勢になること

がないように効果的な防除を行うこと（他の植物が対象畑作物（そば）

よりも優勢になっていることが確認された場合には、効果的な防除が

行われたとは認められない。） 

③ 過去に獣害（Ｌ等による被害）を受けたほ場については、適切な防

除対策を施すとともに、その作業状況が分かる画像を含めた資料等を

提出し、獣害による被害が発生した場合には、被害状況が分かる画像

（ほ場状況及び被害作物近影）を提出すること（適切な防除対策を施

したことが分かる画像を含めた資料、被害状況が分かる画像が提出さ

れない場合には、適切な防除対策が施されたとは認められない。）。 

④ 農作業機械は、作業前に必ず点検を行い、農作業に支障を来すこと

のないように整備すること。 

⑤ 過去に大雨による浸水被害を受けたほ場については、浸水対策とし

て排水対策（明暗渠の設置及び拡張等）を行うこと（排水対策を行っ

たことが分かる画像を含めた資料等が提出されない場合には、排水対

策が施されたとは認められない。）。 
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⑥ 十分な収量を得るためには、上記①から⑤までの措置を行うととも

に、例えば、鶏糞散布による倒伏防止及び除草剤やリビングマルチに

よる雑草防除等の作業を行い、これらの作業について作業日誌等を整

備して記録すること。 

⑦ 自然災害により対象畑作物（そば）に被害が発生した場合には、被

害状況が分かる画像（ほ場状況及び被害作物近影）を確保した上、速

やかにＩ農政局生産部経営政策調整官付経営所得安定対策班に連絡す

ること（被害状況が分かる画像の提出及び被害発生の連絡がない場合

には、自然災害が地域の基準単収を大きく下回った要因とは認められ

ない。）。 

これらの指導に対する審査請求人の対応は、以下のとおりであった。 

上記①については、審査請求人は、適期に必要な農作業をしたとし 

て、作業日誌を提出した。しかし、上記(ｲ)のとおり、審査請求人は、

Ｈ地のほ場については、本格的な種まきが相当遅れたことを認めている

（上記第１の３の⑶のア）。 

上記②については、審査請求人は、本件ほ場においては、人体に害の

ある除草剤を使用せず、耕地の整地後、日を開けずに種まきをして、雑

草の発芽前にそばを発芽させ、そばの葉が雑草の発芽を抑制するという

方法（茎葉被覆）を採用している（上記第１の３の⑶のイ）として、当

該方法を説明した写真を提出した。しかし、上記(ｲ)の本件現地確認の

結果によれば、当該方法は、効果的な防除方法であったとはいえない。 

上記③については、審査請求人は、猟友会にＬの駆除を依頼し、猟友

会が年間を通じてＬの駆除を続けている（上記第１の３の⑶のウ）とし

て、Ｌによる被害状況を撮影したという写真やＤ地長に対する有害鳥獣

捕獲等依頼書を提出した。しかし、上記の写真等からは、Ｌの防除対策

として、具体的にどのような作業がされたのかを確認することができな

いし、Ｄ地のほ場全体における被害状況を確認することもできない。 

上記④については、審査請求人は、作業の開始前にすべきトラクター 

の点検・整備事項を記載したカードを作成し、これをトラクターのダッ

シュボードなど目につく場所に置くことにしたと説明した。しかし、審

査請求人が提出した作業日誌には、作業中に農作業機械が動かなくなり、

部品の交換等のために作業が中断されたとの記載が散見されるし、審査

請求人は、Ｏ地（Ｃ地及びＤ地）のほ場で機械の故障があったことを認
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めている（上記第１の３の⑶のオ）から、作業の開始前に農作業機械の

点検や整備が十分にされていたとはいえない。 

上記⑤については、審査請求人は、Ｆ地のほ場については、湿潤で、

そばの生育が不良な場所に明渠を施工したとして、施工場所を示したグ

ーグル航空写真を提出した。しかし、当該写真からは、排水対策として

具体的にどのような施工がされたのかを確認することができない。 

以上によれば、本件改善指導に対し、審査請求人が適切に対応したと

は認めることができないから、本件ほ場は、いずれも上記⑵のｄに該当

すると認められる。 

(ｴ) 上記(ｱ)によれば、本件ほ場が上記⑵のａに該当するとした処分庁及

び審査庁の判断は、相当ではないが、上記(ｲ)及び(ｳ)によれば、本件ほ

場は、いずれも上記⑵のｂ及びｄに該当するから、この点からも、本件

ほ場の低単収については、本件実施要綱に定める合理的な理由があると

は認められない。 

⑷ 上記⑶で検討したところによれば、本件ほ場の低単収については、本件 

実施要綱に定める合理的な理由があるとは認められないから、本件不支給決

定は、違法又は不当であるとは認められない。 

⑸ 審査請求人は、本件不交付理由通知書（その１）による不交付理由の通

知は、何ら権限のない現場責任者名義でされたから、処分庁の権限を濫用

したものであると主張する（上記第１の３の⑷）。しかし、本件不交付決

定は、Ｉ農政局長が農水省決裁規則、農水省決裁規則運用通知及び本件事

務処理マニュアルの定め（上記第１の１の⑶）に従ってしたものであり、

本件不交付理由通知書（その１）による不交付理由の通知は、Ｉ農政局長

が部下の生産部長に命じてしたものと解されるから、処分庁の権限を濫用

したものではない。したがって、審査請求人の上記主張は、採用すること

ができない。 

また、審査請求人は、本件不交付理由通知書（その１）には面積払交付

金の不交付の理由が記載されていないに等しいし、不交付の理由は本件ほ

場ごとに具体的に明示すべきであるとも主張する（上記第１の３の⑸）。

しかし、本件では、面積払交付金の不交付の理由がほ場ごとに異なってい

たわけではないから、本件不交付理由通知書（その１）における理由の記

載が不当であるとはいえない。したがって、審査請求人の上記主張も、採

用することができない。 
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３ 付言 

本件では、処分庁が審査請求人に対し面積払交付金を不交付とする決定

（本件不交付決定）をしたことを通知した書面は、提出されていないところ、

審査庁は、本件諮問において、本件交付決定通知書で本件不交付決定の通知

もしたと主張する（諮問説明書の「第１の２の⑴のイ」）。しかし、本件交

付決定通知書には、処分庁が、数量払交付金として６２万５，２９０円を交

付するとの決定をしたことが記載されているだけであって、面積払交付金を

不交付とする決定（本件不交付決定）をしたことは記載されていない（上記

第１の２の⑺）。 

そこで、当審査会が、審査庁に対し、本件交付決定通知書で本件不交付決

定の通知もしたといえるのかと照会したところ、審査庁から、本件交付決定

通知書に添付の本件交付金計算書に面積払交付金が「０円」であることが記

載されているから、これによって本件不交付決定の通知もしたと考えており、

その後、審査請求人からの確認の電話連絡を受け、その旨を審査請求人に伝

達したから、審査請求人も本件交付決定通知書で本件不交付決定の通知も受

けたと認識しているとの回答があった（令和７年２月２８日付けの審査庁の

事務連絡・記３）。 

確かに、本件交付金計算書には、数量払交付金の交付金額の計算内訳とし

て、「６２万５，２９０円＝６２万５，２９０円（数量払交付金額）－０円

（面積払交付金額）」という計算式が記載されている。しかし、この計算式

における「０円（面積払交付金額）」の記載は、本件交付決定通知書の「備

考」欄の説明によれば、前払いを受けた面積払交付金額が「０円」であるこ

とを意味しているだけであるから、本件交付金計算書に上記の記載がされて

いるからといって、交付申請中の面積払交付金の交付金額が「０円」と決定

されたこと（すなわち、本件不交付決定がされたこと）が明らかになってい

るとはいえない。 

また、本件交付決定通知書には、本件不交付決定について、行政手続法

（平成５年法律第８８号）８条の規定に基づく理由の提示がされていないし、

行政不服審査法８２条１項及び行政事件訴訟法４６条の規定に基づく教示

（以下「不服申立て等の教示」という。）も記載されていない。そこで、本

件では、本件交付決定通知書の送付後に、本件不交付理由通知書（その１）

が送付され、審査請求人に対し、本件不交付決定の理由が通知されるととも

に、本件不交付決定について不服があるときは、行政不服審査法に基づく審
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査請求をすることができること、また、行政事件訴訟法に基づく処分の取消

しの訴えを提起することができることが通知されている（上記第１の２の

⑻）。 

以上によれば、審査庁が主張するように、本件交付決定通知書で本件不交

付決定の通知もされたとはいえないが、審査請求人からの確認の電話連絡を

受けて、審査請求人に対し、本件交付決定通知書は本件不交付決定の通知も

したものであることが伝達され、審査請求人も本件交付決定通知書で本件不

交付決定の通知を受けたと認識し、その認識の下に本件審査請求がされてい

ること（上記第１の２の⑽）、そして、本件不交付理由通知書（その１）で、

本件不交付決定について、その理由が提示され、不服申立て等の教示がされ

ていることを踏まえると、本件不交付決定に係る手続は、全体としては違法

又は不当であるとまではいえない。しかし、本件不交付決定に係る手続には、

行政手続の明確性及び関係法令の遵守の点で問題があったといわざるを得な

い。 

本件交付申請のように、二つの交付申請がされた事案における処分の通知

書においては、それぞれの交付申請に対しどのような処分がされたのかを交

付申請者が理解することができるように処分の内容を明確に記載するととも

に、申請に係る交付金の不交付決定をした場合には、その理由及び不服申立

て等の教示も併せて記載する必要がある。 

４ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 
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